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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第67期
第１四半期
連結累計期間

第68期
第１四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日

売上高 (百万円) 9,202 13,045 58,228

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △1,453 △55 1,948

四半期純損失（△）
又は当期純利益

(百万円) △1,085 △238 1,281

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △1,136 △231 1,399

純資産額 (百万円) 11,746 14,051 14,282

総資産額 (百万円) 37,269 42,665 47,373

１株当たり四半期純損失（△）
又は１株当たり当期純利益

(円) △6.60 △1.44 7.79

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 31.2 32.6 29.9

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載していな

い。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はない。ま

た、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書提出後、事業等のリスクに記載した

内容から変更はない。　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

  当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

ある。

　

(1)業績の状況

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和による円安と株

価上昇により個人消費や企業収益に改善の動きが見られるなど、景気は緩やかに回復しつつある。

  建設業界においては、震災復興事業の本格化に加え昨年度の大型補正予算の執行に伴い公共投資は増

加し、民間設備投資についても企業収益の改善を背景に緩やかな回復基調にあるものの、労務費ならびに

資機材価格の高騰などの影響もあり、不透明な状況が続いている。

　当社グループにおいては、３ヵ年の中期経営計画の２年目として、初年度にも成果を挙げた震災復興事

業ならびに防災・減災事業分野での受注に引き続き注力しつつ、独自技術や商品を使っての拡販による

収益拡大に向けた諸施策を着実に展開してきた。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の受注高は、国内受注の増に加え海外での大型案件の受注もあり、

143億22百万円（前年同四半期比67.8％増）となり、売上高は130億45百万円（前年同四半期比41.8％

増）と増収となった。

  損益については、売上高が増加したことに加え、工事採算性の改善や機械稼働の向上により売上総利益

率が改善したことで、営業利益は1億53百万円（前年同四半期12億22百万円の損失）、経常損失は55百万

円（前年同四半期14億53百万円の損失）、四半期純損失は2億38百万円（前年同四半期10億85百万円の損

失）となった。

 セグメントの業績は、次のとおりである。

①土木事業  

土木事業は、受注高は49億90百万円（前年同四半期比27.7％増）となり、震災復興関連工事を中心

とした手持工事が順調に進捗したことから売上高は69億11百万円（前年同四半期比36.8％増）、営業

利益は1億62百万円（前年同四半期2億11百万円の損失）となった。

②地盤改良事業

地盤改良事業は、受注高は73億5百万円（前年同四半期比101.5％増）、売上高は51億87百万円（前

年同四半期比34.2％増）となり、売上高の増収に加え、工事採算性の改善もあり営業損失は76百万円

（前年同四半期6億96百万円の損失）となった。
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③ブロック事業

ブロック事業は、受注高は20億72百万円（前年同四半期比130.3％増）となり、売上高は豊富な前期

繰越受注残にも支えられ8億88百万円（前年同四半期比165.4％増）、営業利益は10百万円（前年同四

半期3億63百万円の損失）となった。

　
(2)財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、主に受取手形・完成工事未収入金等が減少したことにより

前連結会計年度末に比べて47億8百万円減少し、426億65百万円となった。

　負債は、主に支払手形・工事未払金等と借入金の減少等により前連結会計年度末に比べて44億77百万

円減少し、286億14百万円となった。

　純資産は、当第１四半期連結累計期間での四半期純損失の計上もあり、前連結会計年度末に比べて2億

31百万円減少し、140億51百万円となった。

　
(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はない。

　

(4)研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は72百万円である。

　

(5)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの経営戦略の現状と見通しに重要な変更はない。

　
(6)経営者の問題認識と今後の方針について

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの経営者の問題認識と今後の方針について重要な

変更はない。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 272,559,104

計 272,559,104

　

② 【発行済株式】

　

種類

第１四半期会計期間
末現在発行数

(株)(平成25年6月30
日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年8月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 182,025,228182,025,228
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数　100株

計 182,025,228182,025,228― ―

　

　
(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項なし。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項なし。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項なし。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成25年6月30日 ― 182,025 ― 5,000 ― 2,472

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、直前の基準日（平成25年3月31日）に基づく株主名簿による記載をしている。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成25年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― 　― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

17,540,600
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

164,411,200
1,644,112 ―

単元未満株式
普通株式

73,428
― 1単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 182,025,228 ― ―

総株主の議決権 ― 1,644,112 ―

(注) 1「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,200株（議決権の数22

個）含まれている。

2「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式11株が含まれている。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成25年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社不動テトラ

東京都中央区日本橋小網
町7番2号

17,540,600 ― 17,540,6009.64

計 ― 17,540,600 ― 17,540,6009.64

　
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第１四半期累計期間における役員の異動はない。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載

している。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年４月１

日から平成25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 9,702 8,115

受取手形・完成工事未収入金等 ※１, ※３
 18,626

※１, ※３
 14,379

未成工事支出金等 794 1,721

販売用不動産 651 646

材料貯蔵品 516 512

その他 1,587 ※３
 2,007

貸倒引当金 △62 △48

流動資産合計 31,814 27,332

固定資産

有形固定資産 7,057 7,066

無形固定資産 149 151

投資その他の資産

投資有価証券 5,932 5,674

その他 3,656 3,677

貸倒引当金 △1,234 △1,235

投資その他の資産合計 8,354 8,117

固定資産合計 15,560 15,333

資産合計 47,373 42,665

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 17,961 15,437

短期借入金 ※２
 3,143

※２
 1,310

未払法人税等 265 57

未成工事受入金等 3,701 4,755

引当金 507 211

その他 2,270 1,728

流動負債合計 27,846 23,500

固定負債

長期借入金 1,200 1,200

退職給付引当金 2,212 2,323

その他の引当金 3 3

その他 1,831 1,589

固定負債合計 5,246 5,115

負債合計 33,092 28,614
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,000 5,000

資本剰余金 14,756 14,756

利益剰余金 △5,473 △5,710

自己株式 △251 △251

株主資本合計 14,032 13,794

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 88 80

為替換算調整勘定 26 32

その他の包括利益累計額合計 114 112

少数株主持分 136 144

純資産合計 14,282 14,051

負債純資産合計 47,373 42,665
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

売上高

完成工事高 8,716 11,989

兼業事業売上高 486 1,056

売上高合計 9,202 13,045

売上原価

完成工事原価 8,550 10,882

兼業事業売上原価 323 533

売上原価合計 8,873 11,415

売上総利益

完成工事総利益 166 1,107

兼業事業総利益 163 523

売上総利益合計 329 1,629

販売費及び一般管理費 1,551 1,477

営業利益又は営業損失（△） △1,222 153

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 5 7

特許実施収入 6 5

為替差益 － 9

その他 5 6

営業外収益合計 17 27

営業外費用

支払利息 49 44

持分法による投資損失 166 175

その他 33 15

営業外費用合計 248 234

経常損失（△） △1,453 △55

特別利益

貸倒引当金戻入額 4 －

その他 0 －

特別利益合計 5 －

特別損失

固定資産除却損 30 4

その他 25 －

特別損失合計 55 4

税金等調整前四半期純損失（△） △1,503 △59

法人税、住民税及び事業税 13 61

法人税等調整額 △430 110

法人税等合計 △417 171

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,087 △229

少数株主利益又は少数株主損失（△） △1 8

四半期純損失（△） △1,085 △238
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,087 △229

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △47 △18

為替換算調整勘定 3 6

持分法適用会社に対する持分相当額 △5 10

その他の包括利益合計 △49 △2

四半期包括利益 △1,136 △231

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,134 △239

少数株主に係る四半期包括利益 △2 8
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　受取手形裏書譲渡高

　

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

　 173百万円 131百万円

　

※２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため一部の取引銀行と貸出コミットメント契約を締結してい

る。

これらの契約に基づく当四半期連結会計期間末における貸出コミットメント契約に係る借入未実行残

高等は次のとおりである。

　

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

貸出コミットメントの総額 4,000百万円 4,000百万円

借入実行残高 600 －

差引額 3,400 4,000

　
※３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。

なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休業日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が四半期連結会計期間末日残高に含まれている。

　

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

受取手形 179百万円 151百万円

受取手形裏書譲渡高 16 －

　

(四半期連結損益計算書関係)

  売上高の季節的変動

前第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）及び当第１四半期連結累

計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、第４四半期に完成する工事の割合が大きいため、

第１、第２及び第３四半期と第４四半期の売上高との間に著しい相違があり、第１、第２及び第３四半期

と第４四半期の業績に季節的変動がある。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。

  なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおり

である。

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

減価償却費 238百万円 302百万円

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１．配当金支払額

　　　該当事項なし。

　

２．基準日が第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　　　該当事項なし。

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

１．配当金支払額

　　　該当事項なし。

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　　　該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

  前第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

　　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

　 報告セグメント

その他
(注)1

 
合計

 

調整額
(注)2

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)3

 

 

土木事業
地盤改良
事業

ブロック
事業

合計

 売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　 外部顧客に対する売上高 4,9683,856 318 9,143 59 9,202 － 9,202

　 セグメント間の内部売上
   高又は振替高

83 9 16 109 40 150 △150 －

計 5,0523,866 335 9,252 99 9,351△150 9,202

 セグメント利益又は損失(△) △211 △696 △363△1,270 △8 △1,279 57 △1,222

(注)　1 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、グループ内の保険等のサービス事業

等からなる。　　　

2 セグメント利益又は損失（△）の調整額57百万円には、セグメント間取引消去54百万円、その他の調整額3百万

円が含まれている。　　

        3 セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っている。　　　

　

  当第１四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年６月30日)

　　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

　 報告セグメント

その他
(注)1

 
合計

 

調整額
(注)2

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)3

 

 

土木事業
地盤改良
事業

ブロック
事業

合計

 売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　 外部顧客に対する売上高 7,0925,001 87912,972 73 13,045 － 13,045

　 セグメント間の内部売上
   高又は振替高

△181 186 9 14 67 81 △81 －

計 6,9115,187 88812,98613913,126△81 13,045

 セグメント利益又は損失(△) 162 △76 10 96 3 99 54 153

(注)　1 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、グループ内の保険等のサービス事業

等からなる。　　　

2 セグメント利益又は損失（△）の調整額54百万円には、セグメント間取引消去52百万円、その他の調整額2百万

円が含まれている。　　

        3 セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。　　　
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

    １株当たり四半期純損失 6.60円 1.44円

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純損失(百万円) 1,085 238

    普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

    普通株式に係る四半期純損失(百万円) 1,085 238

    普通株式の期中平均株式数(千株) 164,485 164,485

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載していない。

　

(重要な後発事象)

　 該当事項なし。

　

２ 【その他】

　 該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成25年８月８日

株　式　会　社　不　動　テ　ト　ラ

取　締　役　会　　御中

　

有 限 責 任  あ ず さ 監 査 法 人　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　若　　原　　　文　　安　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　橋　　本　　　裕　　昭　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社不動テトラの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成

25年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四

半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな

い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。
　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施

される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手

続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社不動テトラ及び連結子会社の平成25

年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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